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第５号様式

応 答 部 署 名
及 び 担 当 者 氏 名

電
話

 　 －　 　－　　　本部町長　殿 

住 所 又 は 所 在 地

受 付 印
個人番号又は
法人番号

（右詰で記載）

申

請

者

（

特
別
徴
収

義

務

者
）

宿泊税特別徴収義務者登録申請書
　本部町宿泊税条例第10条第１項の規定による申請書を下記のとおり提出します。

宿
泊
施
設
の

営
業
許
可
等

住所又は所在地
電
話

 　 － 　 　－　　　

ﾌ  ﾘ  ｶﾞ  ﾅ

氏名又は名称
(法人にあっては代表者氏名)

許可（届出）番号

許可等名義人との関係

令和
ﾌ  ﾘ  ｶﾞ  ﾅ

年　　月　　日 氏 名 又 は 名 称
及 び 代 表 者 名

施

設

所　在　地
電
話

 　 － 　 　－　　　

ﾌ  ﾘ  ｶﾞ  ﾅ

種　　　　別 □旅館・ホテル　 □簡易宿所　 □特区民泊 　□住宅宿泊事業

許可（届出）年月日 昭和　・　平成　・　令和 　　年　　　　月　　　　日

名　　　　称
又は届出番号

概　　　  要 客室数　　　室 収容人員　　　名

経営開始（予定）年月日

住 宅 宿 泊 事 業
における管理業者

住　　所
電
話
 　 － 　  　－　　　

氏名又は名称

書
類
の

送
付
先

住所又は所在地
電
話
 　 － 　  　－　　　

ﾌ  ﾘ  ｶﾞ  ﾅ

氏名又は名称
(法人にあっては代表者氏名)

共
同
事
業
者

共同事業者の有無 有 　　・　　 無

住所又は所在地
電
話
 　 － 　  　－　　　

ﾌ  ﾘ  ｶﾞ  ﾅ

氏名又は名称
(法人にあっては代表者氏名)

注１　※印の欄は、記入する必要はありません。
　２　複数の施設を有する場合は、施設ごとに申請書を提出してください。

※ 通　知　年　月　日 施設番号（課税番号） 備

考
処理
事項  　　　 年　　 月　　 日
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 注　１　※印の欄は、記入しないでください。

　　 ２　複数の施設を有する場合は、施設ごとに申立書を提出してください。

　　 ３　許認可者等と実質的経営者との間で締結した契約書等の写し（又は宿泊施設等に係る事業

簡易宿所 □ 住宅宿泊事業

　　　 損益の帰属が確認できる書面の写し）を添付してください。

旅 館 業 又 は 認 定 事 業
に お け る 許 可 等 番 号

施

設

住 所 又 は 所 在 地
〒

（電話　　　－　　　　－　　　　）

ﾌ  ﾘ  ｶﾞ  ﾅ

名　　　　　　称

実 質 的 経 営 者 に よ る
経営開始（予定）年月日

　　　 　年　　　月　　　日

（法人の場合）法人番号

実質的経営者である旨の申立書

　私は、下記施設の実質的経営者であることを申し立てします。

宿
泊
施
設
の

営
業
許
可
等

住 所 又 は 所 在 地
〒

（電話　　　－　　　　－　　　　）

ﾌ  ﾘ  ｶﾞ  ﾅ

氏　　　　　　名
（名称及び代表者の氏名）

営　業　種　別 □ 旅館・ホテル □

名称及び
代表者の氏名

電話番号

　　　年　　　月　　　日

本部町長　殿

申立者
住　所
氏　名
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第14号様式

施

設

　実績　　　年　　　月分

合計

区分

課税対象

課税免除対象

合計

区分 宿泊者数
（延べ数）

　実績　　　年　　　月分

合計

課税免除対象

課税対象

課税免除対象

宿　泊　税　納　入　申　告　書

 ※

処理
事項

郵便官署消印 担当者

受 付 印

 本部町長　殿

特

別

徴

収

義

務

者

法人番号

住所又は所在地

及 び 担 当 者 名

応 答 部 署 名

(電　話　　　　　－　　　　－　　　　)

氏 名 又 は 名 称
及 び 代 表 者 名

ﾌ 　ﾘ　 ｶﾞ　 ﾅ

名 称
又 は 届 出 番 号

所 在 地

施 設 番 号
（ 課 税 番 号 ）

沖縄県

　　　　　　　電話　　　－　　　－　　　　　　　　

税率
（Ｂ）

２％

税額
（Ａ×Ｂ）

宿泊者数
（延べ数）

宿泊料金総額
（Ａ）

税額
（Ａ×Ｂ）

　実績　　　年　　　月分

区分 宿泊者数
（延べ数）

宿泊料金総額
（Ａ）

税率
（Ｂ）

２％

宿泊料金総額
（Ａ）

税率
（Ｂ）

　３　申告書の提出期限後に申告納入されると延滞金のほか、不申告加算金が徴収されます。

注１　※印の欄は、記入する必要はありません。

　　てください。

　２　課税対象、課税対象外及び課税免除の宿泊者数が宿泊年月日ごとに記載された書類を添付し

税額
（Ａ×Ｂ）

課税対象 ２％

申　 告　 期　 限
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施設番号

宿泊施設名

令和 年 月分

宿泊者数 宿泊料金

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

合計

税額
(税率２％)

(単位：人、円)

日付
課税対象 課税免除

宿泊者数 宿泊料金
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第15号様式

納入場所

　　年　　　　月　　　日　　

琉球銀行、
沖縄銀行、
沖縄海邦銀行、
沖縄県農業協同組合、
沖縄県内のゆうちょ銀行
又は郵便局

領収日付印

（特別徴収義務者保管）　上記の金額を領収しました。

口 座 番 号 加　入　者
*****-*-****** 本部町会計管理者

年度

納
入
者

住（居 ) 所

税
額
延
滞
金

小
計
①

千

本部町　町税

宿泊税　領収証書　公

課税事務所 本部町住民課

氏 名
（ 名 称 ）
施 設 名 称
（ 宿 名 ）

調定 申告区分

当初 追加

施設番号（課税番号）

実績年月
年 月分

千 百十 万百 十 円

実績年月 税
額

千 百 十

年 月分

延
滞
金

万 千 百 十 円

小
計
①

実績年月 税
額

千 百 十

年 月分

延
滞
金

万 千 百 十 円

小
計
①

合 計 額
① + ② + ③ ＝
納 期 限
（申告期限）

本部町　町税

宿泊税納入書（原符）公
口 座 番 号 加　入　者

*****-*-****** 本部町会計管理者
施設番号（課税番号） 年度 調定

実績年月 税
額

千 百 十 万 千 百

実績年月 税
額

千 百 十 万

申告区分

当初 追加

納
入
者

住（居 ) 所

氏 名
（ 名 称 ）
施 設 名 称
（ 宿 名 ）

十 円

年 月分

延
滞
金

小
計
①

千 百 十 円

年 月分

延
滞
金

小
計
①

実績年月 税
額

千 百 十 万 千 百 十 円

年 月分

延
滞
金

小
計
①

納 期 限
（申告期限）

　　年　　　　月　　　日　　

課税事務所 本部町住民課 領収日付印

（金融機関保管）

合 計 額
① + ② + ③ ＝

本部町　町税

宿泊税領収済通知書　公
口 座 番 号 加　入　者

*****-*-****** 本部町会計管理者
施設番号（課税番号） 年度 調定 申告区分

当初 追加

納
入
者

住（居 ) 所

氏 名
（ 名 称 ）
施 設 名 称
（ 宿 名 ）

実績年月 税
額

千 百 十 万 千 百 十 円

年 月分

延
滞
金

小
計
①

実績年月 税
額

千 百 十 万 千 百 十 円

年 月分

延
滞
金

小
計
①

実績年月 税
額

千 百 十 万 千 百 十 円

年 月分

延
滞
金

小
計
①

合 計 額
① + ② + ③ ＝
納 期 限
（申告期限）

　　年　　　　月　　　日　　

課税事務所 本部町住民課 領収日付印

（本部町保管）

取りまとめ店

〒812-8794
ゆうちょ銀行福岡貯金事務セ
ンター

指定金融

機関名
(取りまとめ店)

　上記の金額を領収しまし
たので通知します。
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